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１．はじめに

本章では、中小企業における技能実習生や

特定技能等の未熟練から中熟練の外国人労働

者について、どのように育成し、定着させるか

を考える。加えて、育成や定着を考える上で必

要になるのは、意欲ある人材の採用や、動機付

け等につながる評価・処遇の工夫である。本章

でいう未熟練から中熟練とは、高い学歴要件や

専門技術を求められる高度人材等を除く、修得

が比較的容易な仕事を担う傾向のある技能実

習生や特定技能外国人等の外国人労働者をさ

す。彼らは主に新興国を母国とし、多くが、日

本国内で労働力が不足する産業で就労してい

る。高度人材の就く知識集約的な業務に比べれ

ば比較的修得容易で単純な仕事内容が多いと

はいえ、次に述べる理由から、こうした外国人

労働者についても人材育成の重要性は増して

いる。第一に、企業の発展からみた人材育成の

必要性である。中小企業における未熟練から中

熟練の外国人労働者の役割は多様化しつつあ

り、能力開発が欠かせないことがある。良質な

人材確保の面からも育成の取組は重要である。

第二に、とくに技能実習生に関しては技能実習

制度の目的が国際貢献であることから、制度目

的に応じた育成が求められる。近年ではSDGs

やディーセント・ワークへの関心の高まりから

も、低廉な労働力の使い捨てと見なされないよ

うな取組が求められる。第三に、外国人労働者

自身が仕事及び実習に求めるニーズも多様化し

ていることを受け、企業側としては個々のニー

ズに応じられる準備が必要となっている現状が

ある。これらの理由から、未熟練から中熟練の

外国人労働者の育成について考えることは中小

企業にとって重要である。

製造業や農業では長らく生産部門の人手不

足が深刻な問題となっている。国内の若年層の

雇用が難しくなる中、これまで、技能実習制度

等を利用し、新興国出身の外国人雇用が進み、

生産現場の外国人労働力への依存が強まって

きた。しかし、新興国の経済発展による国際賃

金格差の縮小と近年の円安のため、外国人の

雇用すら困難になってきている。また、長期的

にも世界的な高齢化が進み、人材獲得競争の
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激化が続くことが見込まれる。良質な人材の獲

得のためには、育成の点からみた実習環境の整

備が喫緊の課題である。したがって、キャリア

アップやそれにつながる能力伸長の機会を与え

うる環境を用意することは、意欲ある人材の獲

得に重要であるのみならず、採用後の人材育成

にも必要と考えられる。

もとより、従業員の能力開発は中小企業の重

要課題である。大企業に比べて労働分配率の

高い中小企業では、個別の従業員の能力の高

低が実績に反映する程度が大きいと考えられ

る。しかし、中小企業研究センターの調査によ

ると、能力開発について中小企業を見れば、大

企業に比べて体系的な人材育成ができていな

い。こうした企業では、人材育成に割く人的資

源の不足、応募者のレベルの低下を感じている。

これらは中小企業の人材育成は資金面ではなく

ヒトの問題であるとした（中小企業研究センタ

ー , 2012「中小企業の人材育成」15）。同様の声

が外国人労働者に関しても聞かれる。国際労働

市場での人材獲得に関して日本の競争力が低

下する中、意欲ある人材の採用、育成、定着は、

中小企業経営の重要課題である。

とくに技能実習生を雇用する場合は、制度面

から見ても育成は重要である。技能実習制度を

単純労働力の確保に用いることは禁じられてい

る。技能実習制度は新興国への技術移転を目

的に掲げており、技能実習生には技能修得が求

められ、企業には育成指導等の支援が求められ

る。早くから先行研究では、現場では「能力伸

長の見込めない単純労働」に従事させられるケ

ースの少なくないことが指摘されてきた。これ

まで報道等で前面に取り上げられてきたのは、

主に労働条件の劣悪さであったが、近年では、

制度目的である人材育成や技能移転の達成面

から制度や実態を問題視する見方が強まってい

る。SDGs、ディーセント・ワークの観点からも、

技能実習生等の外国人に対しても、育成面は今

後いっそう重要視されることが予見される。

現実に育成に取り組むにあたっては、技能実

習生側のニーズも多様化していることに注意を

要する。技能実習生の来日目的に関する研究に

は宋（2017）、呉（2020）、見館他（2022）等

があり、来日目的の多様化が明らかにされてい

る。同様に、個々の技能実習生が持つ技能修

得のニーズはそれぞれの家庭事情やキャリアプ

ランによって異なり、意欲・関心にも差がある

と考えられる。現実には、技能実習生の中には

日本語能力や意欲の低い者もおり、企業側の努

力のみでは技能修得が難しい場合もある。企業

側としては、多様なニーズを持つ技能実習生を

受入れるにあたり、意欲の高い者にも低い者に

も対応できるような環境整備を進めることが求

められる。

以下では、現地調査をもとに、中小企業が生

産現場で働く外国人労働者をどのように採用

し、育成し、定着させるかに焦点を当てる。続

く第2節では、中小企業が外国人労働者に期待

する定着や役割を、第3節では外国人側のニー

ズの多様性にも配慮しながら、意欲ある人材を

獲得し定着を高める採用の工夫がどのようなも

のかを見ていく。第4節では育成に関わる評価

15	中小企業研究センターの調査では育成ができない理由として「人材育成にかける人的余裕がない」「育成すべき人材が採用できていない」等の回答が「資
金不足」を上回ることから、中小企業の人材育成には資金面よりヒトの問題が大きいとした。
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制度と処遇を、第5節では技能修得に必要な学

習支援、日本語学習、コミュニケーションにつ

いて、第6節では外国人労働者のキャリアの希

望と経営者側の配慮について見ていく。第7節

では、第6節までに挙げた事例をもとに、外国

人労働者の育成面から見た受入れについて考

察する。

なお、本章で取り上げる事例企業では職場と

生活の両面で環境整備を行っているため、第2

章で生活面を取り上げた企業を本章で再び扱

う場合があるが、本章では、これらの企業に積

極的な育成の意図があることから、育成の面か

らみた実習環境を、主に職場での学習に注目し

て取り上げることとする。

２．外国人労働者に対する中小企業の
ニーズ：定着と期待する役割

2.1　外国人労働者に対する定着の期待

中小企業の経営において、外国人労働者の

定着を考えることは重要である。中小企業では

技能実習生が実習期間満了を待たず仕事を辞

めるケースが散見され、経営上の問題となって

いる。中小企業は、欠員を穴埋めするための新

規採用と訓練コストに加えて、失踪の場合は以

降の受入に制限を受けることもあり、外国人労

働者の離職にかかるコストとなる。技能実習で

は数年後の帰国を前提とするため、10年や20

年の定着を前提としないものの、「定着」を考

えることは中小企業の経営にとって重要であ

る。なお、技能実習制度では、1号で1年間、2

号で2年加算の計3年、3号では2年加算の計5

年の就労が可能になる。また、2018年に新設

され2019年4月から受入れが開始された在留

資格「特定技能1号では追加的に5年間の就労

が可能になり、特定技能2号の対象とならない

製造業や農業でも技能実習と特定技能を組み

合わせることで最長10年の就労が可能となっ

た。

一方で、就労期間のニーズや技能実習生に

期待する役割は、企業の業務内容や事情によっ

て違いが見られる。本稿で取り上げる調査企業

4社では、外国人労働者に期待する就労期間が

3年に満たない企業はなく、3年程度が1社、3

年を超える就業の継続を期待する企業が3社あ

り、期待する役割も多様であった。続いては、

定着のニーズや期待する役割について事例をも

とに述べる。

2.2　�事例：中小企業における外国人労働者に

対する定着ニーズ

企業によって、求める年限ごとに定着のニー

ズは異なる。まず、3年の定着を期待する1社

に株式会社カネ久商店がある。同社では定着

上の問題は感じていないが、技能実習3号や特

定技能では賃金を上げる必要があるので3年を

超えての就労は求めていない。同社では、3年

を単位として循環する労働力の利用を目指し

ている。　

続いて、3年を超える就労を期待する3社に

ついて述べる。有限会社松山ファームには技能

実習3号に移行した者が4名、特定技能への移

行が5名おり、農業分野としては高い定着率を

示す。しかし、あまり長期になると昇給を求め

られる等扱いにくい側面も感じており、通算5

年程度を適度な長さと捉えている。新人の指導

は会社の負担になっていない。株式会社ベイシ
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ンも、3年を超えて5年程度までの就労を想定

する。本社工場の従業員数は69名。うち、技

能実習生は21名。実習終了後に特定技能とな

るケースもあるが多くはないという。一方、雲

仙しいたけ株式会社では意欲の高い者には5年

を超えて就労を続けることを期待している。調

査時点においてすでに、同社で実習を終えた5

名が特定技能外国人として再雇用されており、

農業分野としては定着率が高い。以上のように、

それぞれの企業の状況や期待に応じたニーズ

の違いが見られる。

2.3　�事例：中小企業が外国人労働者に期待する

役割

定着に関するニーズが異なるように、中小企

業内での外国人労働者の役割も、企業によって

異なる。繰り返しの多い単純作業から、検品等

正確性が求められる作業、一つの農作物の土

づくりから播種、収穫に至るまでの広範な作業

等企業により様々である。加えて、担当する作

業は比較的単純だが、提案やリーダーシップを

求める等の役割や、外国人労働者内での階層

構造にも異なるパターンが見られ、それぞれの

企業が求める作業内容や役割に必要な技能お

よびその他の能力を育成すべく取り組んでい

る。以下では、作業内容と役割のバリエーショ

ンを紹介し、企業の業務内容等により異なるこ

とを説明する。

ベイシンは、合成樹脂による自動車部品の製

造を目的として創業し、現在はプラスチック成

形を主業務とする。大手電機メーカーのエアコ

ンの筐体等を製造している。技能実習生の業務

は、プラスチック製品の検品や箱詰め等が主で

ある。技能実習生の受け入れは20年程前から

行っており、ほとんどが中国河南省の出身であ

る。留学生の採用をしない理由は、留学生の側

に、CADを使用する等の専門職や技術職を除

いては中小製造業への就職を希望する人がお

らず、一般従業員、工場のオペレーターとして

採用できないことを挙げる。技能実習生は全て

20代から40代の女性で、学歴は高卒である。

同社の求める仕事内容は検品等で女性に向い

ていると捉えているためである。

食品加工を行うカネ久商店では、現在、中国

人4人、ベトナム人1人を雇用している。社内

では機械での攪拌等ののち熱のとれたものを機

械で切り分けて真空包装し、最後に茹でて冷却

したものを箱詰めするほか、冷凍品では箱詰め

せず台に並べて瞬間冷凍を行う。加工はほぼ機

械化されており、外国人労働者が担当するのは

真空包装、箱詰め、カットの工程となる。冷蔵

庫での業務は発送作業を担当する日本人男性

が行う。カネ久商店の仕事量は9月～ 2月に多

く3月～ 8月に少ないが、月給制を取り、繁忙

期の冬は土日休日、夏は水・土・日を休日として、

月の手取りは同額としている。基本的に残業は

させていない。

松山ファームは、1980年代から野菜生産を

開始した青果卸が、1996年に農業生産を主業

務として法人化した。主な生産作物となるレタ

スは機械化できず、手作業が多い。機械化可

能な農業では大資本に劣るため、機械化できず

手作業が多いレタスを中小向きとして主作物に

選んだ。10月から6月が農繁期となり、7月か

ら9月が農閑期であり仕事が少ない。手作業は

植え付け、マルチ張り、収穫等があり、技能実
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習生は農業一連の業務を行う。　

雲仙しいたけでは、自分たちで仕事を作り、

アイデアを出し、日本人と同等に活躍すること

を期待している。これまでは日本人が主体とな

っていたが、今後は外国人社員が引っ張ってい

ってくれるといいと語る。

３．採用の工夫：意欲ある人材の獲得と
定着

良質な人材の採用には、外国人労働者のニ

ーズを知ることも重要である。外国人労働者に

対して企業が持つニーズが異なる一方で、外国

人技能実習生が企業に対して持っている実習

のニーズも一様ではないと考えられる。また、

来日後に想像と違うことを理由とした離職が起

こらないよう、事前の情報提供を充実させるこ

とも有効と考えられる。第3節では、インタビ

ュー結果から、意欲ある技能実習生がどのよう

な経緯で来日し、現在の実習環境をどのように

評価しているかを一例として紹介する。

3.1　�インタビューに見る来日の意図―技能実

習生のインタビューから―

調査では、事例企業の一つで働く技能実習

生にインタビューを行い、来日の意図や技能実

習を選んだ経緯等を聞き取った。ベイシンの技

能実習生Jさんは、進路に迷っている時に、日

本での実習経験を持つ母の友人から「日本に来

たら、人生が変わる」と言われたことがきっか

けで日本を選んだ。将来のキャリアプランとし

て、日系企業等、現在の実習先であるベイシン

と類似の環境で働きたいという希望を持ってい

る。日系企業に就職するには日本語能力が有用

であるが、その他具体的に学びたいことはまだ

明確でなく、「今の仕事をしっかりやることが

大事だと思っている」と答えた。職場での学び

については、「この一年半で自分はすごく成長

したと思う。会社の細かいルールがわかって、

中国での仕事では雑だったけど、しっかりやる

ようになった」。先行研究では、日本で学んだ

こととして、日本語の他「日本人の仕事のやり

かた」と答える技能実習生が多いことが指摘さ

れており、整合的といえる。

ベイシンの技能実習生JMさんが日本を選ん

だ理由は、学校の先生から勧められたためであ

る。もっと自分の視野を広げたいと思い、来日

した。待機中は、監理団体のサポートを受け、

毎日日本語を勉強した。オンラインで授業を受

け、日本語で日誌を書き、SNSを用いて添削を

受けた。

こうした意欲ある人材を採用することが、育

成を成功させる上で重要な点の一つとなる。以

下では、事例の中小企業が行う採用の工夫に

ついて述べる。

3.2　事例：各社の採用工夫

各社は、自社に適した人材の性質を見極める

とともに、技能実習生の母国での評判を高める

工夫や、仕事内容等に関する採用前の積極的

な情報提供を行い、良質な人材の獲得に努め

ている。技能実習生等の採用にあたっては、送

出地域での評判は人材獲得に影響すると考えら

れる要因の一つとなっている（中原, 2020）。

雲仙しいたけでは、採用基準は外国人労働

力の導入当初から、年齢の若さ、意欲の高さ、

コミュニケーション能力の高さ、とくに同性と
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の交流のスムーズさに注目して選抜している。

従業員間の良好な人間関係が、お互いに仕事を

手伝う風土を作ると考えてのことである。

ベイシンで働く技能実習生Jさんは将来のキ

ャリア像として、日系企業への就職を思い描い

ており、日本式の仕事の方法を意欲的に吸収し

ている。同じくベイシンJMさんは日本語の修

得に熱心である。ベイシンにJさんを斡旋した

監理団体担当者は、こうした意欲的な人材の獲

得について、ベイシンが20年間の受入れを通

じて送出し元の河南省では有名企業となったこ

とを要因の一つとして挙げる。ベイシンがブラ

ンド化したことで多くの希望者が得られる状況

となっている。

松山ファームは、映像資料を用いた採用活動

を行い、あらかじめ現実に近い情報を与える工

夫をしている。松山ファームは、SNSの活用、

写真・動画の活用を行う。Facebookに圃場の

写真や動画を掲載し、クメール語で紹介した。

すでに来日中の技能実習生に口コミで広げても

らった。面接でも見せると興味を得られた。技

能実習生をリクルーターとして活用し、ブロー

カーを介さず応募できるよう、ネットワークを

作っている。採用時は面接のほか、家庭訪問を

行う。

こうして意欲の高い人材を採用できた場合に

も、技能実習生の意欲を保つ工夫が重要である。

以下では、こうした工夫の例として、評価と処

遇の扱いを二つのパターンに分けて見ていく。

４．育成に関わる評価と処遇

4.1　人材育成における評価と処遇の重要性

中小企業研究センター（2012）は、人材育

成の4つの要素として「教育計画」「キャリア

パス」「評価基準」「ジョブローテーション」を

取り上げ、これらの要素は、従業員規模が小さ

くなるほど整備されないことを調査から明らか

にした。また、「評価項目」を細かく設定して

いる場合、業績向上に結びつく傾向にあること、

処遇に大きな差をつけることと入社希望者の増

加は関連性が高いことがわかっている。反対に、

処遇差が小さい場合は、社内環境等が改善す

ることと関連性が高く、互いに協力し合う風土

づくりにつながるとされた。

中小企業研究センターの調査結果から、中小

企業では人材育成に必要な要素が整備されて

いない傾向があることがわかるほか、一般に、

農業ではとくにこうした教育訓練や人事評価が

未整備であることが課題とされている。そこで、

キャリアパスについては第5節で触れることに

し、第4節ではフィードバック（成果評価）と

平等主義に注目して、企業の工夫や対応を、具

体的な取組について具体例を用いて詳細に述

べる。以下では、客観的評価を重視し、成果評

価の仕組みを構築しつつある中小企業1社と、

評価制度をあえて設けず、平等感による調和を

重視する1社の取組を取り上げる。

4.2　�事例：客観的な成果評価の重視による

生産性向上

調査企業には、評価及び処遇に関して2つの

パターンが見られた。ひとつのパターンとして、

評価制度を構築し、評価の客観性や労働者の

納得感を重視するものがあり、もうひとつのパ

ターンとしては、評価制度を設けず平等感によ

る調和を重視するものである。
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前者にあたるベイシンでは、客観的評価に基

づく手当を支給する等、評価・育成のシステム

が整いつつある。客観的なチェック・ランク付

けによる能力評価・努力評価、日本語学習のサ

ポートを取り入れている。日本語能力について

は、日本語能力試験の合格者に検定級に応じ

た日本語能力手当を支給する。仕事ぶりについ

ては評価表を用いて点数化し、評価ランクに応

じて手当を支給している。とくに実習生評価ラ

ンクの導入後には、不良品率が低減したという。

日本語能力手当は合格した日本語能力試験

の級に応じて、N3を取得すると500円、N2で

1,000円、N1で5,000円が取得後続けて毎月支

給される。2022年9月からは、日本語学習に対

するさらなるモチベーション向上のため手当を

増額し、N3は1,000円、N2は5,000円、N1は

10,000円としている。ベイシンとしては、来客

時や他の技能実習生との通訳としての貢献を認

めている。

実習生評価ランクは2年ほど前に導入され

た。不良品が出ないよう、指示通りの作業が出

来ているかどうかを評価し、評価のプロセスと

結果を技能実習生に公開している。評価者とな

る日本人社員が技能実習生の普段の仕事ぶりを

観察し、2か月毎にランク付けする。ランクは

ABCDの4段階で、ランクは「実習生評価ランク」

（写真①）の得点によって決まる。また、日本語

能力は別途手当を与えるためここでは評価しな

い。評価点の算出は客観的指標と計算方法に

基づいて行われる。ベイシンでは、評価の公正

化と客観性を高めることを狙いとして、会社独

自の「作業者観察チェックシート」を活用して

いる（写真②）。これらによる評価が勘案された

実習生評価ランクでは、「評価点」として過去6

か月の評価と今期の総和平均を出す。別途、仕

事中のミスがあらかじめ定められたルールで点

数化され、評価点からミスを減点したものがそ

の期の「総点」となる。95点以上をA、90点

以上95点未満をB、85点以上90点未満をC、

85点未満をDとランク付けし、Aは10,000円、

Bは5,000円、Cは3,000円、Dは0円を支給する。

平均して5人程度がAランクに該当する。この

手当は技能実習修了時にまとめて支給すること

とし、3年間プールして修了時に一括して渡す。

ベイシンでは、前述した不良品率低下のほか、

技能実習生のモチベーションにつながっている

と見ている。

日本語能力試験（JLPT）は、国際交流基金

が実施する日本語を母語としない人の日本語能

力を測定し、認定する日本語試験である。レベ

ルはN1からN5まであり、N1が最も難度が高い。

国際交流基金によれば、N3は日常的な場面で

使われる日本語をある程度理解することができ

るレベル、N2は幅広い話題について書かれた

新聞や雑誌の記事・解説、平易な評論等、論

旨が明快な文章を読んで理解することができる

レベルである。N1は、さらに論理的にやや複

雑な文章や抽象度の高い文章等を読んで、文

章の構成や内容を理解することができるレベル

であり、会話やニュース、講義を聞いて理解し

要旨を把握する力を想定している。「特定技能

1号」の日本語能力要件はN4以上とされており、

N1とN2は「高度人材に対するポイント制によ

る出入国管理上の優遇制度」でのポイント付与

対象となるほど高い水準である。
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4.3　�事例：均一処遇・平等感の重視による協

力し合う風土の醸成

評価制度の整備によって生産性を上げた中

小企業がある一方で、評価による処遇差をつけ

ず、平等感による調和を重視する企業もある。

雲仙しいたけでは、こうした能力評価と処遇へ

の反映は行っていない。同社で3年以上の経験

を持つベテランである特定技能と技能実習生と

では、若干の処遇差と役割の違いはあるものの、

同職種内でのランク付けはしていない。能力評

価表やチェック項目も設けていない。その理由

は、技能実習生を平等に扱おうとするためであ

る。個人差は認めるが、3年間で大きな差は生

じないと考え、技能実習生間の軋轢を避けるこ

とを優先している。

平等感の重視は、寮の設備のメンテナンスや、

役員からの接し方にも配慮する。第2章でも述

べられたように、寮のエアコンの故障が一室か

ら報告されたら全ての部屋のエアコンを同時期

に更新し、不公平感を避ける、社長の母親がつ

きあいの長い特定技能を可愛がる傾向にあると

見られれば、他の技能実習生にも同じように接

するよう注意する等、細やかな配慮を積み重ね

ている。社長は「いい方向に取ればいいけど、

なかなかね」と語り、良い評価や良い処遇も、

従業員間の受け止め方に差があると感じている。

しかし、雲仙しいたけでは、外国人労働者の

なかにも階層構造を作りつつあり、特定技能に

関しては、会議に出席させ、技能実習生らへの

伝達を任せる等して、リーダー役として階層を

分けている。また、将来的には特定技能を技能

実習法に定められた「実習指導員」にすること

も考えている。ただし、ここにも平等の方針は

あり、特定技能5名全員を同列に処遇している

ほか、実習指導員の任命を検討するにあたって

は、日本人従業員の受け止め方にも配慮が必要

であるとしている。
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写真①　実習生評価ランク

写真②　作業者観察チェックシート
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５．学習の支援及びコミュニケーション
による育成

調査企業では、社内の勉強会を行う事例が

見られるほか、社内での会議参加を通じた外国

人労働力の役割意識や能力育成に取り組んで

いる。また、勉強会での交流を通じて、個々の

外国人労働者の性格や得意分野等を知ろうと

する意図を持つ経営者もいる。また、日本語学

習は生活面のみならず、技能修得やキャリアア

ップにも重要である。外国人労働者がこれらの

能力を修得するには、研修や独学のほかに、日

本人とのコミュニケーションも関わると考えら

れる。以下では、外国人労働者の育成の視点

から、会議参加を通じた職場での育成や勉強会、

日本語学習、育成のためのコミュニケーション

機会を増やす工夫について紹介する。

5.1　事例：職場での育成、勉強会の実施

雲仙しいたけでは、業務連絡を目的とした月

次ミーティング（社長と社員20名余が参加す

る）に、特定技能生5名を入れている。ここで、

特定技能生には「あなたたちはどう思う？」と

意見を聞いている。特定技能生らはまだ人前で

意見を言えないでいるが、社長から、これまで

は日本人社員が担ってきたミーティング等の伝

達を、今後は特定技能の5名が後輩との情報共

有を担っていくよう指導している。このように、

提案発信に不慣れな現場職の外国人従業員を

会議に参加させて意見を言う練習をさせる取組

は、海外進出日系企業内でも提案能力を育てる

工夫として取り組まれており（大内, 2016）、雲

仙しいたけでも、提案能力のあるリーダーを育

てる取組が進んでいることが観察された。同社

の狙いは、特定技能外国人5名に他の技能実習

生とは異なる役割を自覚させることである。一

方、他の技能実習生に対しても、特定技能生の

役割を含む組織内の階層性を知らしめる意図が

含まれる。

雲仙しいたけでは、技能実習試験前の勉強

会として、技能実習生10名程度に対して社長

が講師を務め、3〜4時間の勉強会を社内で行

う。技能実習生のノートから、字がきれいだと

発見する等、個性や能力を知る契機になる。

5.2　事例：日本語学習への支援

学習のなかでも、日本語学習は日本での生活

を円滑に行うためにも必要であるが、熟練の獲

得にも有効である。事例企業では、学習の動機

づけを狙った日本語手当の設定や、社内での熱

心な指導、社外の日本語学習講座の利用推進

等により、技能実習生の日本語能力を育成して

いる。また、実習期間中の便益に限らず、企業

によっては技能実習生の将来のキャリアアップ

のためにも、日本語の修得機会を増やすことを

重視している。

ベイシンでは、週2回、昼休みを利用して総

務課職員が日本語を教える勉強会を開催する。

日本語能力試験N3に合格していない場合は週

2回、N3取得後は週1回の参加を推奨している。

ここには、外国人労働者の日本語レベルを上げ

ることで、技能実習生自身が困りごとを周囲に

伝えやすくする狙いがある。

また、ベイシンでは日誌を書かせて添削指導

する。日誌は、A5用紙1枚に、「新しい仕事服」

「週末の一日」「トマトを買います」等の題名を



2023.6 47

つけて記入する（写真③）。本文とふりがなを

書く行がそれぞれ9行ずつ用意されており、字

の大きさにもよるが本文200字程度が書けるよ

うになっている。日常生活や仕事の出来事を題

材に日本語で自由に作文して提出すると、日本

人社員が添削して日本語の誤りを修正して朱入

れする。これを他の日本人社員1名が確認し、

2名の日本人が技能実習生へのメッセージを余

白にそれぞれ記入した上で返却する。工場内の

表示は日本語と中国語を併記しているほか、監

理団体が提供するオンラインでの日本語指導を

利用している。中国からの受入れが主となる同

監理団体ではN1合格者を多数出す等、日本語

学習に関する成果を上げている。

第4節で述べたように、N1およびN2は非常

に高い日本語レベルであり、日本学生支援機構

によれば、日本の大学や専門学校の授業につい

て行くために必要とされる能力が、N1かN2程

度であるとされている。ベイシンの技能実習生

は漢字語圏出身の中国人である点で日本語学習

には有利であるが、この強みを生かすような育

成がなされている。

オンラインでの日本語学習講座を利用する企

業は多く、松山ファームと雲仙しいたけは、と

もに送出機関が提供する無料のオンライン講座

（Zoom利用）を外国人労働者に受講させている。

送出機関が各技能実習生用に個別カリキュラム

を組んで学習を進める。この結果、松山ファー

ムでは、漢字語圏でないカンボジアからの技能

実習生らにとってそれまで難しかった日本語能

力試験の合格率が上がり、これまでのN4から、

N3の合格者が出るようになった。

写真③　日本語学習のための日誌作成と添削 
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5.3　�事例：育成のためのコミュニケーション

機会を増やす工夫

日本語学習・文化慣習の修得には、座学の

みならず実践的な日本人とのコミュニケーショ

ンも効果的であると考えられる。このほか、周

囲に受け入れられているという安心感を与える

ためにも、技能の修得や業務の円滑化にも、日

常的なコミュニケーションは重要である。以下

では、事例企業のコミュニケーションに関する

工夫について見る。

雲仙しいたけでは、技能実習生の入寮後は

毎朝会社に立ち寄ってもらい、社長自らが毎朝

30分間程度、会社の給与面等処遇を説明し、

会社のルール、機械の使い方等を教えている。

こうして実習のスタート時から社長との接触機

会を増やし、徐々に仕事や環境に慣れた技能

実習生は、「このしいたけ取りやすいよ」等社

長に直接報告に来ている。

また、雲仙しいたけでは、仕事中は持ち場同

士の距離があるため会話は少ない。休憩時間に

は、外国人労働者は社員らと昼食をともにしよ

く会話する。仕事時間外では社長の母親や女

性職員が休日に食事や買い物等の交流をして

いる。県等外部団体のイベントも活用している。

松山ファームでは、社長が日常的に技能実習

生に声かけをしている。また、現場に赴く指導

員からの報告に基づき、個別面談を適宜してフ

ォローしている。問題なく見える場合も、年1

回は全員の集まる場を設け、社長が直接話を聞

いている。休憩時間は和気藹々としている。カ

ンボジア人の男性を入社させたことによって、

外国人同士の派閥がなくなり外国人同士が仲良

くなったほか、日本人社員とも仲良くなった。

県からの働きかけに応じて、地域の食事会や文

化交流へも参加している。

ベイシンでも、現在はコロナで休止している

が、温泉旅行やバーベキュー、工業団地の祭り

に連れていく等交流を心掛けている。日本人社

員の側では「遠い国から勇気を持って働きに来

てくれる。その人達に不自由をさせたくない」

という気持ちが強いという。

カネ久商店では、昼食を共にし、日常的に雑

談等の会話をしている。この際、日本でしてみ

たいこと、行ってみたい場所等を本人に聞き、

休日に案内している。これまで、ディズニーラ

ンド、買い物、着物体験等を行った。帰国時に

は、毎月の社員旅行用積み立てに、会社が幾

分負担して卒業旅行として連れていくほか、送

別会、歓迎会、忘年会、旅行等、会社の行事

に参加させている。技能実習の修了生らとは実

習終了後も連絡を取り合っており、経営者らが

上海を訪れる際には修了生が集まるという。

６．外国人労働者の育成とキャリア

6.1　外国人労働者の将来のキャリアと育成

外国人労働者の育成を考える上で、企業内

で生かす能力の開発をどう行うかという視点

と、外国人労働者本人の将来にどのように生か

されるかという視点がある。雇用者も教育訓練

のコストを負うことから、企業にとって前者が

重要であるのは言うまでもないが、技能実習の

制度目的や企業の社会的責任の面から後者も

考慮すべきことがらである。育成環境の整備に

向けて、個々の技能実習生の能力を知ることの

ほか、外国人労働者本人の意欲を高める観点

から、現在の実習が将来のキャリアにどのよう
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につながるかが重要になってくる。技能実習生

がどのようなキャリアプランや将来の希望を持

ち、日本での実習に対して抱く期待を知ろうと

することが、技能修得のモチベーションを高め

る上でも必要と考えられる。

個々のキャリアの希望や計画に企業側が寄り

添うことは、技能実習生のように就労期間に制

限のある場合には難しく捉えられるかもしれな

い。しかし、制限された年限内で働く労働者の

キャリアアップに関して、企業に問われる社会

的責任は重くなりつつある。たとえば、日本人

の派遣労働者のキャリア形成に関して、企業側

の積極的な関与が求められている。こうした動

きとして、2015年の労働者派遣法の改正では、

派遣元事業主に派遣労働者のキャリア形成支

援を課し、派遣先もキャリア形成支援に必要な

情報を提供する努力義務等が定められた（小

野2016）。外国人技能実習生のキャリア形成支

援に注目すると、事例企業にも、本人の希望を

積極的に聞き取り、希望に沿った受入れをしよ

うとする企業が見られた。以下ではそれら事例

を紹介する。

6.2　�事例：外国人労働者の持つ将来のキャリア

への希望

カネ久商店では、技能実習生本人に対して、

将来のキャリアプランや希望を聞き取ってい

る。聴取の方法は公式な面談ではなく、休日に

観光案内を兼ねて将来の夢や来日理由等、技

能実習生の本音を引き出す努力をしている。帰

国後に日本語能力を生かして働くのか、仕事の

ために再来日する心づもりか等を聞いていく。

カネ久商店で働く技能実習生には子を持つ既婚

女性が多く、来日目的では子の教育資金、ロー

ンの返済等が挙げられる。

技能実習生の出身地は広州と西安であるが、

広州には日系企業が多いが、西安には技能実習

修了者が就職できるような日系企業がない。

2016年頃までは広州出身者が多く、日本企業

への就職や通訳を目指す技能実習生が見られ

たが、西安からの出身者が増えた現在では、こ

うした希望を持つ者は少なくなり、子の教育資

金を稼ぐ目的の者が増えたという。

雲仙しいたけでは、技能実習生の来日理由が

多くは経済的な動機であることを理解してお

り、母国での夢があるならば、帰国し、日本で

学んだことを母国で活用してくれればと捉えて

いる。母国に帰ったら、貯めたお金を元手に

洋服屋等をやりたいという夢を持つ技能実習

生もいる。会社を起業したいという意識もある

ようだ。

帰国後の働き方として農家を志向する者は少

ないという。

松山ファームでは、3年の実習を終えた帰国

前には技能実習3号移行、あるいは在留資格特

定技能の取得について本人の希望を聞いてい

る。帰国して起業を目指す者や他の仕事を希望

する技能実習生もいるが、本人の希望に応じて

日本での雇用延長が可能となっている。

6.3　�事例：帰国後のキャリアに関する企業側

の関心・配慮

実習修了後に帰国を前提とする技能実習で

は、帰国後のキャリアに関する視点も有用であ

る。こうした視点を、業種の特徴を技能実習生

自身よりも熟知する経営者が持つことは、技能
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実習生のキャリアにつながる実習を実現する上

で役に立つと感がられる。

現行の技能実習制度の目的は、技能実習生

の母国である新興国への技能移転による国際貢

献である。しかし、たとえば農業では母国と実

習地との気候等自然条件の差、製造業では企

業の持つ機械設備の違い等から、実習で得た

専門技能を母国で活用する見通しが悪い場合

がある。多くの技能実習生が、長期的には母国

への帰国を想定していることから、経営者も、

技能実習生の母国でのキャリアについて、日本

で得るどういった技術・技能が活用可能である

か予測しつつ実習を進めようとする例がある。

カンボジアを母国とする技能実習生を受入れ

る松山ファームでは、カンボジアは多雨のため

実習で扱う結球レタスの生産に向かないこと、

同社では主に施設栽培を行うが、カンボジアの

気候は施設栽培に不向きであることを、専門技

能の移転の障壁になると考えている。同じく農

業でカンボジアからの技能実習生を受入れる雲

仙しいたけは、技能実習生の母国であるカンボ

ジアでは菌糸の施設栽培に要する電力が安定

供給されないことが、帰国後に農業技術を活か

そうとした際の障壁になると考えている。　

技能実習終了後のキャリアアップの例として

見られる日系企業への就職については、出身地

域による差も見られる。中国を母国とする技能

実習生を受入れるカネ久商店では、西安出身の

技能実習生には日系企業で働きたいという意識

はないとされる。西安には日系企業がなく、そ

の他日本語能力を活用する仕事が少ない。西

安から来日する技能実習生には既婚者が多く、

家族を母国に置いてきている。帰国後は家族と

暮らすため、日系企業への就職につながりにく

い。7〜8年前までは広州からの受入れが多く、

当時の技能実習生は日系企業を希望する者が

見られ、帰国後日系企業に就職している。

７．おわりに

以上に見てきたように、技能実習生や特定技

能などの未熟練から中熟練の外国人労働者を

雇用する事例各社は、それぞれ異なる定着へ

のニーズを持ち、外国人労働者に期待する役割

も異なる。本章では、こうしたニーズを満たす

ため、企業が育成に取り組む事例を見てきた。

限られた事例ではあるが、以下ではケースをも

とに考察してみたい。

まず、定着や役割への期待については、3年

で循環する労働力利用をする企業（カネ久商店）

と、3 ～ 5年程度を適度な長さと捉える企業

（ベイシン、松山ファーム）、5年を超える長期

の就労を期待する企業（雲仙しいたけ）のパタ

ーンがあった。このうち、最も長期の就労を期

待する雲仙しいたけは、作業内容はしいたけ加

工場での箱詰めや包装等、修得が比較的容易

な業務が中心である。しかし、同社で3年以上

の業務経験を持つ特定技能外国人に対しては

会議参加の機会を定期的に与え、提案を期待

しており、これら外国人労働者に対する期待は

高く、単純労働力利用としての受入れではない

といえる。

外国人労働者に求める仕事内容は企業によ

って異なるが、受入れの仕方も、定着や役割に

関する経営者の期待の影響が大きいと捉えら

れる。

採用については、技能実習生や採用の工夫
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を行っている。インタビューから、技能実習生

が人生をより良く変化させることを期待して来

日し、将来の進路として日系企業への就職を思

い描いていることがわかる。そのための学習と

しては、日本語学習のほか、仕事に専心して日

本での仕事の仕方を学び取ろうとする姿が見て

取れる。また、SNSや動画を用いて実際の仕事

内容や環境を伝える努力は、入社後のリアリテ

ィ・ショックを防ぎ、離職を減らして定着を促

進する意図がある。人材の定着を促すことは、

企業側にとっても教育訓練コストの回収期間を

伸ばす効果が期待される。

育成については、初めから技能修得や日本語

学習に積極的でない、いわゆる出稼ぎ目的の技

能実習生に対しても、動機づけをおこない意欲

を発揚することは、生産性の向上や社内文化の

醸成にも与すると考えられることから、育成環

境の整備は企業にとっても望ましいと考えら

れる。

第4節で見たように、ベイシンと雲仙しいた

けでは評価と処遇の方針に対照的な2つのパタ

ーンが見られる。表1に示すように、ベイシン

では客観的で公正な評価制度が整備されつつ

ある。ベイシンは従業員数100名未満の中小企

業であるが、評価基準の体系化を進めているこ

とがわかった。評価の方法として、「作業者観

察チェックシート」を用いた4段階の「実習生

評価ランク」を、客観的に説明可能なよう数値

化して決定する。評価結果は技能実習生本人

らに開示され、AからDの評価ランクに応じて

10,000円から0円の手当が支給される。金銭的

なインセンティブのほかにも、仕事に対して詳

細なフィードバックを受ける機会がモチベーシ

ョンにつながっていると考えられる。人事評価

の体系化やプロセスと結果の開示が、評価プロ

セスの客観性や公平性を高めることにつなが

り、評価制度に対する反発を抑制していること

も推測される。このほか、ベイシンでは日本語

能力試験の合格レベルに応じた日本語能力手

当も支給しており、上位級の合格者を出してい

る。これらの取組の効果として企業が挙げるも

のに不良率の低減や日本語能力試験の上級レ

ベル合格等があり、正確な業務遂行や生産性

向上につながったと見られる。

一方、雲仙しいたけでは、平等で差のない均

一な処遇を行う方針が見られた。個別評価のシ

ステムは意識的に持たず、評価や成果に応じた

処遇差をつけない。技能実習生間が不公平を

感じないよう、均一処遇としている。技能実習

を終えた修了生は、在留資格特定技能を用い

て再雇用し、技能実習生とは異なる役割を与え、

提案のできるリーダーとして育成を進めてい

る。技能実習生間の対立がなく、互いに協力し

合う職場の風土が醸成されているという。取組

の効果は、同社における技能実習生の定着が高

いことにも表れている。
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以上のように、対照的な2社の取組はそれぞ

れ、技能実習生の反応を見ながら自社の業務内

容に適した方針を取ることで、定着、生産性向

上、企業風土の醸成などにつながったと見られ

る。また、中小企業研究センター（2012）によ

れば、「評価項目」を細かく設定している場合

は業績向上に結びつく傾向にあり、処遇差が小

さい場合は、社内環境等が改善することと関連

性が高く、互いに協力し合う風土づくりにつな

がるとした。詳細な評価項目を設定し不良率の

低減に成功したベイシンと、処遇差をつけない

ことで協力し合う風土の醸成に成功している雲

仙しいたけの事例の対照性は、中小企業研究

センターの研究結果とも整合的である。

忘れてはならないのは、平等性を重視する雲

仙しいたけにおいても長期的には処遇差をつけ

ていることである。雲仙しいたけでは、平等性

重視の方針に従い、同一階層内、すなわち技能

実習生間および特定技能外国人間には差をつ

けないが、同社で技能実習を終えた修了生を特

定技能外国人として採用し、技能実習生とは異

なる役割を与えている。具体的には、会議参加、

意見発信の訓練、提案とリーダーシップの期待

等である。ここでは、社内の未熟練から中熟練

の外国人労働者の間に職位の階層性が作られ

つつある。また、キャリアアップのチャンスも

平等に与えられる。同社の技能実習生には、実

習終了後に本人が希望すれば、再雇用されそ

れまでより一つ上の仕事を得るという、一種の

キャリアパスが提示されているといえる。

なお、定着や育成の成功を評価する上では、

二例ともに評価・処遇の工夫以外にも、育成面・

生活面での手厚いサポートが提供されているこ

とも影響しており、他社が工夫を取り入れる際

には、こうした支援もあわせて実施することが

望ましい。

先にあげた会議参加による育成のほか、企業

内での勉強会や日本語学習支援、コミュニケー

事例企業名 株式会社ベイシン 雲仙しいたけ株式会社

業　　種 プラスチック成形 しいたけの生産、販売

資 本 金 1,000万円 800万円

従業員数 76名 103名

パターン 客観的で公正な評価制度の整備 平等で差のない均一な処遇

評価の方法
実習生評価ランク（4段階）
作業者観察チェックシート
評価結果は開示する

個別評価のシステムは持たない

処遇への反映 実習生評価ランクに基づく手当
日本語能力手当

評価や成果による差をつけない
同一階層内は均一処遇

期待と成果 失敗率低減による業務正確性の向上、生
産性向上、日本語能力試験合格

互いに協力し合う風土の醸成
同社の技能実習修了者を特定技能外国人
として再雇用し、リーダーとして育成中

表1　育成のための評価と処遇のパターン
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ション機会を持つこと、本人のキャリア希望や

母国の産業条件を知ることなどが、外国人労働

者の育成に関する企業の工夫として見られた。

こうした現場の工夫によって、母国と日本と

の各種条件の違いにより専門技能が直接生かさ

れない場合でも、実習が修了後のキャリアにつ

ながる道筋が見られる。先行研究にも、実習経

験を生かした日系企業への就職を、新興国の若

者のキャリアアップと捉える見方がある（軍司・

堀口、2016）。今回の調査では、自社の業務に

必要な技能を修得させるだけでなく、実習期間

を通じて帰国後に活用可能な能力を涵養する姿

勢が見られた。

技能実習生など外国人労働者の育成は、新

興国への技能移転に限定されない。外国人労

働者を固定観念で捉え、単なる出稼ぎ目的とい

うステレオタイプに基づいて、本人への十分な

確認なく育成は不要であると決めつけることに

は問題があり、とりわけ技能実習生に対して育

成を行わないことは制度目的に反する行為であ

る。しかしながら、制度順守や国際貢献の視点

だけでなく、中小企業の経営の視点からも、育

成は重要である。ここで取り上げたような、定

着、良質な人材の獲得、能力活用、社内文化

の醸成等の機会は、育成努力なくしては得られ

ない可能性がある。中小企業の経営にとっても、

今後、外国人労働者個々が持つ多様なニーズ

に応えられるよう実習環境を整備することが求

められる。
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